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1. はじめに 

 更生保護制度は、元犯罪者や非行少年を社会に

復帰させるための制度である。この制度には、国

の官僚である保護観察官と民間人である保護司が

協働で携わっている。保護観察官が全国で 1,000

人程度であるのに対し、2012年 5月１日現在の保

護司の数は 47,968 人で充足率は 91.4％である1。

近年は充足率の低下が問題視され、新任保護司の

確保が難しくなってきているといわれているが、

実質的な処遇のほとんどは保護司によって担われ

ている。 

 更生保護制度においては、犯罪や非行に手を染

める者の多くが貧困、家庭の問題、周囲の無理解

（障がいなど）といった問題を抱えている福祉の

対象者でもあるという考えが広がっており、犯罪

や非行からの社会復帰に際しての就職や住居の手

配といった生活基盤の立て直しは、再犯防止の目

的のためにも、以前にも増して喫緊の課題と認識

されており2、犯罪歴や非行歴のある人の「社会的

包摂3」が政策理念として重視され始めている。 

 しかしその一方で、更生保護の世界に 2004年に

一つの大きな変化が生じた。この年、犯罪の被害

者ならびにその家族・遺族の救済・支援をはかる

目的で、犯罪被害者等基本法が制定されたのであ

る。これにより、2005 年 12 月には「犯罪被害者

基本計画」が策定され、これまで犯罪・非行者の

社会復帰を扱ってきた更生保護制度においても、

被害者の心情を重視し、被害者の社会復帰や生活

再建のための支援も行うようになった。とりわけ、

2007年 3月から導入された「しょく罪指導プログ

ラム」（以下、特別な断りがなく「プログラム」と

記述する場合は「しょく罪指導プログラム」を指

す）は、この「犯罪被害者基本計画」の中に含ま

れるもので、保護観察の対象者に対し、自己の犯

した犯罪と被害の重大さを認識させ、被害者への

慰謝の措置を講じる責任を自覚させて具体的なし

ょく罪計画を立てさせる指導が行われることにな

っている。 

 

2. 目的 

 だが、このように、更生保護制度が犯罪者（加

害者）と被害者の双方を向かねばならなくなった

とき、矛盾が生じることにはならないだろうか。

たとえば、被害者が加害者の社会復帰を快く思わ

ないような場合（それはしばしば容易に想定され

うるものであろう）、その狭間に立たされる保護司
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はどのように振る舞えばよいのだろうか。更生保

護制度は犯罪者（加害者）の社会復帰を主目的と

しているのだから、保護司は役割上それを果たせ

ばよいということになるだろう。だが、被害者の

社会復帰を念頭に置いた処遇がより一般的なもの

となれば、保護司の処遇実践は加害者と被害者ど

ちらのためのものであるのか、ますます不明瞭に

なってゆくのではないだろうか。 

 本研究はこのような素朴な疑問を出発点にして

おり、次の 3つの問いを立てた。一つ目は、そも

そも保護司の処遇実践において何がなされている

のか（加害者に対する理解がどのようになされて

いるのか／被害者の心情を重視するとはどのよう

なことか）。二つ目は、処遇実践のなかで困難がい

かに経験されているのか（あるいは「困難として」

は経験されていないのか）。三つ目は、プログラム

の導入により保護司の処遇実践がどのような影響

を受けたのか、である。これらの問いに答えるこ

とで、たんにプログラムがどのようなものである

かの説明にとどまらず、プログラムと保護司の処

遇実践との接合性を検討していく。 

 保護司の活動や意識については、これまでに法

務総合研究所によって保護司を対象にした面接調

査と質問紙調査がなされている4（法務総合研究所 

2005）。それによると、保護司が処遇において困難

に感じていることとして挙げられているのは、対

象者の性格や行動への対処にかかわるものであ

り5、対象者（犯罪者）と被害者との間にあること

のジレンマについては述べられていない。また、

犯罪被害者については、「被害者等調査の経験」「被

害者等を視野に入れた対象者に対する指導・援助」

という項目で調査が行われている。「被害者等調査

の経験」という項目については、被害者から受け

た対応や要望がどのようなものであったかという

ことも記されており、罪種によって被害者の反応

は異なり、「殺人・傷害致死事件の遺族」からの反

応が最も厳しいものであると指摘されているが6

（法務総合研究所 2005: 51）、それは保護司の処

遇上の「困難」としては受け止められてはいない。

また、「被害者等を視野に入れた対象者に対する指

導・援助」という項目については、多くの保護司

がこのような指導・援助に力を入れていることが

事例とともに指摘されており7（法務総合研究所 

2005: 51）、保護観察対象者と犯罪被害者との狭間

にあることのジレンマもうかがえる。さらに、被

害者等を視野に入れた指導・援助の経験と、指導・

援助の必要性の認識に関連性があることも指摘さ

れている（法務総合研究所 2005: 53）。 

 この調査ではプログラムの存在については触れ

られていないが、調査結果からは保護観察対象者

と被害者の狭間に立たされる保護司の姿や、保護

観察対象者への処遇の困難さの一端を垣間見るこ

とができる。本研究では、この調査の結果も踏ま

えつつ、プログラムについての記述に重点を置き、

先に掲げた 3つの問いを明らかにしていく。 

 

3. 方法 

 上記の目的を達成するため、本研究では、プロ

グラムについて書かれていた雑誌記事等資料の収

集と、プログラムについての保護司へのインタビ

ュー調査で得られたデータから分析を行っていく。 

 雑誌記事等資料の収集については、国立情報学

研究所の論文・雑誌記事の検索データベースであ

るCiNii8で「しょく罪指導プログラム」や「更生

保護 and 被害者」というキーワードで検索して出

てきたものが対象となっている。そのうち、本研

究に関わるもの（とりわけ保護司に関するもの）

をピックアップした。 

 インタビュー調査は、首都圏在住の保護司 7名

に依頼を行い、6名に対し実施した。「しょく罪指

導プログラムについて」、「保護観察対象者とのか
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かわり」、「被害者の心情についてどのように考え

ているか（それを踏まえて対象者と接するかどう

か）」といったことを大まかに質問項目として定め

調査に臨んだが、残念ながら、今回の調査でイン

タビューが出来た保護司の中にはしょく罪指導プ

ログラムに携わった経験のある保護司はおらず、

「プログラムを実施した経験についての語り」は

得ることができなかった。 

 なお、調査の実施にあたっては、筆者の研究内

容や今回の調査の趣旨について説明した上で録

音・記録の許可を得た。また、録音・記録したデ

ータについては、個人が特定されることがないよ

うプライバシーを保護した上で研究に使用するこ

との承諾を得ている。調査協力者のプロフィール

と調査実施日は次の表の通りである（保護司歴は

初回インタビュー実施時点のものである）。 

 

表 1 調査協力者のプロフィール／調査実施日 

 保護司歴 性別 職業 調査実施日 

Aさん 23年 女性 専業主婦 

2012年 8月 27日、 

2013年 6月 12日 

Bさん 12年 女性 専業主婦 

Cさん 12年 男性 自営業 

Dさん 3年 女性 専業主婦 

Eさん 24年 男性 元教員 
2012年 8月 31日、 

2013年 5月 13日 

Fさん 13年 男性 自営業 2013年 9月 7日 

Gさん 9年 男性 元教員 
メールにて（2013 年 8

月 23日受信） 

 

 7 名とも同じ保護司会に所属する保護司たちで

ある。Aさん、Bさん、Cさん、Dさんについてはグ

ループインタビューを実施した。Aさん、Bさん、C

さん、Dさん、Eさんについては録音したデータか

らトランスクリプトを作成し、それを用いている。

Fさんのインタビューデータについては、録音・公

開の許可は得ているものの、インタビュー中に固

有名詞（人名）や地名が頻繁に用いられているた

め、本文中ではトランスクリプトを用いることを

せず詳細なメモによる記録を用いることとした9。

Gさんについては、直接対面しての聞取りはできな

かったが、質問項目をメールで送ったところ、そ

れへの回答が返ってきたので、それをデータとし

て引用する。なお、トランスクリプト中に表記さ

れている「＊」は筆者（調査者）の発言を示して

いる。 

 先述の通り、プログラムの実施経験についての

語りが得られなかったため、本研究では、それに

ついての分析に至ることができなかった。この点

について、本研究の目的や趣旨と逸れてしまった

ことを予めお断りしておきたい。 

 しかしながら、インタビューに協力してくださ

った保護司の方々はいずれも、当然ながらプログ

ラムの存在を知っていたため、「プログラムをどの

ように認識しているのか（あるいは、しょく罪に

ついてどのように認識しているのか）」についての

語りは得ることが出来た。そこで、実施経験につ

いての語りの代わりに、プログラムやしょく罪に

たいする認識を掘り下げていくことにより、プロ

グラムやプログラムと保護司の処遇実践との関わ

りについてアプローチを試みることにした。 

 次節で、得られたデータを次の 4つの項目――

（1）プログラムとはどのようなものであるか、（2）

プログラムや「しょく罪指導」についての認識の

され方、（3）「対象者（加害者）の理解」をどのよ

うに行っているか、（4）「しょく罪」とは別の社会

復帰のあり方――に沿って提示していく。 

 

4. 結果 

（1）プログラムとはどのようなものか 

 ここではまず、雑誌記事等資料の中でプログラ

ムがどのように説明されているのかについて述べ

ていく。また、先述の通り、プログラムを経験し

たことのある保護司はいなかったが、調査協力者

のなかに被害者調査の経験のある保護司がいたた
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め、プログラムに類するものと見なし、その語り

を引用する。 

 

1） 雑誌記事等資料から浮かび上がる「被害者心

情の重視」という潮流と「プログラム」 

 このプログラムが始まる契機として、犯罪被

害者基本法（2004年）ならびに犯罪被害者基本計

画（2005年）があったことは先にも示した通りで

ある。法務省保護局観察課（2007）による説明を

見ると、このプログラムは、殺人・傷害といった

罪を犯した保護観察対象者に適用され、保護観察

所で実施されるものである。従来から、事案に応

じた個別のしょく罪指導がなされてきたが、前述

の「犯罪被害者基本計画」を受け、しょく罪指導

をより充実させ、徹底していくために、一定の手

順を定めた、全国統一のプログラムを導入するこ

ととなったという。「しょく罪指導プログラム」は、

被害者を死亡させまたはその身体に重大な傷害を

負わせた事件により保護観察に付されたものを実

施対象としているが、これ以外の対象者であって

も、犯した罪の重さの認識が欠けている者、被害

者等に対する謝罪や被害弁償等の意識が低い者な

ど、指導プログラムを実施することが必要と判断

された者についても、実施対象にすることがある。

プログラムの内容は、1．自己の犯罪行為を振り

返らせ、犯した罪の重さを認識させること、2．

被害者等の実情（気持ちや置かれた立場、被害の

状況等）を理解させること、3．被害者等の立場

で物事を考えさせ、また、被害者等に対して、謝

罪、被害弁償等の責任があることを自覚させるこ

と、4．具体的なしょく罪計画を策定させることの

4 項目から成り、それぞれ毎月の課題が設定され

ている。実施については、対象者に対して、所定

の課題を履行させ、その結果を所定の様式により

提出させ、提出された記録を基に、毎回課題の内

容について対象者と話し合い、履行状況を確認す

るという方法を採る。 

原則として保護観察所が実施するプログラムで

あるものの、保護司もこれに携わることがあると

いい、このような被害者支援の流れについて法学

者の佐伯仁志は、被害者支援の重要性を十分に認

めた上で、「しかし、保護司は、犯罪者の更生保護

を援助することを指名としており、被害者支援の

機能を併せて持たせることは、役割の混乱を招い

て、更生保護にとっても被害者保護にとっても、

望ましくない結果になる恐れがあるように思われ

る。むしろ、保護司とは別個の専門職として配置

することが望ましいのではないであろうか」（佐伯 

2006: 9）と述べている。 

 ところで、「プログラム」の登場以前、更生保護

制度は被害者とどのようにかかわってきたのだろ

うか。関連する記述をいくつか見ていこう。 

 法学者の宮澤浩一は、日本の刑事司法過程にお

いて「保護」の領域は早くから「被害者の視点」

を制度の中に組み込んでいたと指摘している（宮

澤 2003: 2）。それによれば、90年代初めに、「矯

正・保護における被害者の視点」が議論された機

会に、実務の立場からの現状報告がなされたとい

う10。また、それ以前にも、「少年に対する交通保

護観察の集団処遇において、参加者に感想文を書

かせ、その際に被害者や遺族の苦しみを肝に銘じ

させる方法がとられた」り、さらにそれより前に

「保護観察の際の環境調整、仮釈放や恩赦の実務

において、被害者、特にその遺族の感情、受刑者

の帰住先や恩赦の対象者の住居地の住民感情の判

断に際して、被害者を念頭に置く実務の運用が定

着していた」りしたという。しかしながら、「被害

者等」に配慮するといいながら、その軸足はあく

までも「犯罪者の社会復帰」に置かれており、被

害者との対話やその意見の聴取は付け足しにすぎ

なかったため、重大犯罪の遺族の中には拒否的な

態度を取る関係者は少なくなかったという（宮澤 
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2003: 2）。 

 また、保護観察官の辻（2003）も前述の宮澤同

様、更生保護の中には被害者への対応も含むが、

保護観察の処遇があくまでも加害者（犯罪者）の

改善更生を図る目的になされているということに

力点を置いている。この記事が書かれた時期がプ

ログラムの実施前であることも影響しているだろ

う。また、従来明文化されずに行われてきた被害

関係修復指導（保護観察において加害者を被害の

修復に向けて指導すること）は被害者の望むもの

と一致するものばかりではなく、また、その方法

が具体的に確立されたものではなく、保護観察所

のマンパワーという観点からも充実しているとは

言えなかったようである11（辻 2003: 22）。さら

に、ここでは精神的な被害への賠償だけではなく、

被害弁償の指導についても触れられており、「保護

観察は加害者に支払いを強制したり、支払い金額

を提示するなどの民事への介入はできないことに

ついて、被害者に理解を求める必要がある」と述

べられている（辻 2003: 20）。 

 さらに、鈴木美香子（2006）は、しょく罪指導

は被害者等の社会復帰に有効であるばかりではな

く、国民の保護観察に対する信頼をも高めること

につながると述べており、有効なしょく罪指導の

あり方について検討を加えている。それによると、

保護観察におけるしょく罪指導は対象者の改善更

生の実現が目的であるが、そこに被害者等の支援

を含むとなると、被害者の意向に沿ったしょく罪

行動が必要となり、加害、被害の二方向からの要

請を整理していく必要が生じる。 

 しかし、矯正施設から出所したばかりの対象者

にとっては、自らの生活の立て直しが急務であり、

被害者等への謝罪・被害弁償を行えるだけの経済

的・精神的余裕のない者が多い。また、被害者等

が抱く対象者に対する厳しい感情に向き合うだけ

のしょく罪意識が深まっていない対象者も多く、

表面的にしょく罪「行動」をとることを急がせる

ことは真の意味でのしょく罪ではないばかりか、

最悪の場合、対象者が再犯に走ることも想定され

る（鈴木 2006:33）。保護観察における適切なしょ

く罪指導について鈴木は次のように指摘する。 

たとえば、できるだけ早く被害弁償してほし

い又は一日も早く謝罪に来てほしい、との被

害者等の意向がある場合はそれも考慮しつつ、

第一には、対象者自身に自分の犯した罪に向

き合わせ、反省の気持ちをかん養し、しょく

罪への自発的意志が芽生えるよう指導すると

同時に、被害弁償や謝罪等、実際のしょく罪

行動がとれるだけの本人の経済的・精神的な

力をつけていくことを目的とすることが適当

ではないかと考えられる。（鈴木 2006:33-34） 

 そして、鈴木は被害弁償をともなういくつかの

しょく罪指導の実例を紹介し、次のようにまとめ

ている。 

保護観察官及び保護司は、本人の反省心が深

まるよう時間をかけて指導すると同時に、本

人がしょく罪行動を実行できる程度の経済

的・社会的自立を目指して処遇を実施してお

り、その結果、本人が自発的にしょく罪の気

持ちを表す行動をとることができるようにな

った。しかしながら、これらのような成果を

挙げることについては、個々の事件の担当保

護観察官及び保護司の工夫と努力に任されて

きた部分が大きく、また、それらの知見が全

国的に共有されてきたとは言い難いのが現状

である。（鈴木 2006: 35） 

 鈴木はまた、「保護観察におけるしょく罪指導の

在り方検討委員会」の設置とそこで検討された争

点について紹介している。たとえば、しょく罪指

導の目的については、保護観察の主目的があくま

でも対象者の改善更生にあることに鑑み、最終的

に「社会（被害者）感情の宥和」ではなく「対象
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者の改善更生に資する」とすることが適当とされ

た（鈴木 2006: 36-7）。そのほかにも、保護観察

におけるしょく罪指導と少年院における「被害者

の視点を取り入れた教育」等との連携（連続性の

考慮）を図ることや、しょく罪指導の対象者につ

いては保護観察を実施する側のマンパワー等の問

題から一定の絞りをかけるべきといった意見が出

された。こうして見てみると、これらの争点を取

りまとめたものが、しょく罪指導プログラムに収

斂していったと考えられる。 

 

2） 被害者調査を経験した保護司の語り 

 ここで見るのは Eさんのケースである。このケ

ースは、対象者に直接しょく罪指導を行ったとい

うものではなく、E さんが依頼された被害者調査

についての話である。 

E：無期懲役者の恩赦というのが出てきて、無

期で 30何年か、懲役にいた人がね、恩赦の話

が出てきたの。それで、こういう時に必ず、

被害者感情の調査というのがあるんだよ。で、

これをしてくれといわれたの。観察所から。

で、その時の観察官の言い方は「慎重が上に

も慎重を期してほしい」。12 

 事件は金銭目的による殺人で、今回調査対象に

なっていたのは、父親が亡くなって間もなく、母

親（被害者）が殺され孤児になったという被害者

の 2人の子どもであった。 

E：秋のとても晴れた日に電話したんです。「○

○（地域名）の保護司をしておりますEと申し

ます。…実は、あなたのお母さんの亡くなら

れた時の加害者が恩赦になる可能性があるの

で…」とそこまで言ったらね、（相手が）「も

う結構です」と言ってね。でね、「そういうこ

とがあるので、じつはお話をお聞きしたいん

だ」と言ったらね、「いや、もう忘れました」

と言われたのね。忘れましたって（いう言葉

は）、非常に冷たい感じがしたんだよね。もう

少し粘ったわけよ、僕もね。「でも、恩赦って

いうことは出てくる可能性があるということ

なんで」「いや、もう結構です、忘れました」

って。13 

 E さんが事前に観察官から聞いていた話によれ

ば、2 人の子どものうちの 1 人は、殺された母親

の話になると正常な感情を維持できなくなってし

まうので、最初から調査対象から外されていた。

そういう事情もあって観察官からは、「決して無理

をしないでくれ。だめだったら、引いてくれ」と

言われていたという。それから二言、三言言葉を

交わし、E さんから「できればお伺いしてお話を

したいんだけれども」と申し出たものの、相手か

らは「いや、忘れました」の返事しか返ってこな

かったのだという。この「忘れました」という返

事について、Eさんは次のように言う。 

E：でも、その「忘れました」っていうのはね、

「私は忘れてません」っていうことなんだよ。

ずっと心の中に残ってるんだよ。でね、その

時にね、愕然としたの、僕は。というのはね、

被害者の感情というもの、これを考慮できな

かったらね、加害者も救われない。被害者の

思いというものを本当にわからなかったら

ね、加害者側を僕ら（保護司は）扱ってるで

しょう？加害者自身も救われない。その思い

を汲めなかったら、加害者も更生できないと

強く思ったわけ。それから、保護司としての

姿勢が、こう、座ったというかな。だから、

被害者の側のことを考えられないような加害

者ではだめなんで、そこまで踏み込めるよう

な保護司でなければいけない、と思ったわけ

よ。14 

 E さんの「被害者側の思いをわからなければ、

加害者自身も救われない」という考えの背景には、

そうしなければ加害者自身がいつまでも犯罪者と
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しての生を引きずることになってしまうと考えて

いるということがある。しかし、「被害者の怒りの

思いを、加害者が知らなければならない」という

ものの、加害者の中には、そういった被害者側の

心情を理解しない人も少なくない。E さんはそれ

を対象者に直接伝えるということよりも、まず対

象者自身に考えさせることが重要だと考えている

ようであった。 

＊：保護司として聞いてきた被害者感情を加

害者に伝えるんですか？ 

E：伝えるときもあればね、うん。 

＊：それは置いといて？ 

E：うん、置いといて、まず君自身がどうなん

だ？と。だから、少年の場合と（ほかの場合

と）、様々じゃない？一律に言えないんだ

よ。15 

 E さんは被害者の視点を取り入れることこそが、

保護観察対象者自身を救うことになるので、対象

者の社会復帰のために必要なことだと考えていた。

しかし、E さんは経験的に被害者が加害者に対し

て「絶対に許さない」という気持ちを抱いている

ことも理解している。「保護司は加害者側を扱って

いる」というように、罪を犯した対象者の側で更

生を支える立場であるからこそ、被害者の心情と

加害者（対象者）への理解が両立していると見る

ことができる。 

 

（2）プログラムや「しょく罪指導」についての

認識のされ方 

 つづいて、保護司がプログラムや「しょく罪指

導」についてどのように認識しているのかについ

て確認していこう。 

 Aさん、Bさん、Cさんは、自分たちはしょく罪

指導プログラムに携わったことがないと言明した

上で、保護司がすべき「しょく罪指導」について、

同じく被害者弁済にかかわる職業である弁護士と

比較しながら、次のように述べている。 

A：被害者の痛みをね。 

C：痛みをね。 

A：やっぱり自覚してもらうということね。 

（中略） 

C：法的にはね、そういう罪はいくらのお金に

換算するといくらのお金に換算されるかとか

いうふうなことでしか法律っていうのは解決

できないのかもしれないんだけども。 

B：弁護士はそうなんだよね。 

C：うん。われわれはもっとメンテナンスな、

心の問題でね。 

B：今のことは大きくとらえてほしい。お金

に換えられないしょく罪という言葉。 

C：保護司ができることっていうと、おまえい

くら払えってやれよとかいうことじゃなくて、

そういう話は裁判所ででもするし、弁護士が

それに金に換算していくらとかいうふうなも

のっていうのは法的にはそういうことになる

のかもしれないけども、相手に与える心理的

な被害とか、そういうものを思って感じない

と直らないし、それがないと、またやること

になるよ。16 

 この話はもともと、A さんが過去に受け持った

ことのある強盗を犯した成人の対象者に対して

「迷惑をかけた」という気持ちが大切であると話

したというところから展開し、C さんが受け持っ

ている性犯罪を犯した対象者についての話につな

がったものである。ここで示されているのは、保

護司が扱うべき「しょく罪」は、被害者への謝罪

をもって済むものでも金銭による弁償でもなく、

保護観察の対象者が被害者の「（心の）痛み」や「心

理的な被害」を自覚することに重きが置かれてい

るということである。そして、その「心理的被害」

の自覚こそが、対象者の更生や再犯の防止につな

がると認識されていることがわかる。このことは、
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前節の E さんの語りからも見て取れる。E さんの

場合は「保護司が対象者自身を理解する」という

ことも含んでいたが、被害者の心情を考慮すると

いうことを保護観察対象者（加害者）の更生にと

って不可欠なものとしてとらえていた。 

 しかし、保護司が意図している、このような「し

ょく罪」の指導は刑務所（刑事施設）では行われ

ていないのではないかとAさん、Bさん、Cさんは述

べていた17。対象者にしょく罪の話をしても、「な

んか初めて聞いたみたいな顔してさっぱり」とい

う反応が返ってきて、あらためてしょく罪につい

て説明・指導することになるのだという18。さら

に言えば、「しょく罪指導プログラム」は性犯罪や

覚せい剤・薬物、交通事犯等に対する処遇プログ

ラムのような専門的なプログラムと並列的にとら

えられており、彼・彼女らはそれらの専門的なプ

ログラムについては理解していたようだったが、

しょく罪指導プログラムについては正確に理解さ

れていない様子がうかがえた。Cさんは専門的な処

遇プログラムについては「観察官のほうからこれ

受けてもらえませんかって。要するにそういう対

象者を持っている人とか、今後出たときに回そう

と思ってる人とか、いうような、誰でもがそうい

うある程度専門的な感じの対象者となると、誰に

でも回してもいいよっていう感じじゃあないよう

な感じで主任官見てるから、そういうふうな人に

はそういうプログラムの講習を受けてほしいとか

いうことはあってね、毎年誰かしら受けるよね」

と話していた19。Cさんのように、「しょく罪指導

プログラム」と聞いて他の専門的処遇プログラム

と関連させながら述べる人は他にもいた20。短絡

的すぎるかもしれないが、「プログラム」という語

感が他のプログラムを想起させているのかもしれ

ない。 

 全国的な統一を図る目的でしょく罪指導のプロ

グラムが導入されたものの、現場の保護司たちは

ある特定の対象者にたいして、順序だってしょく

罪を指導するというプログラムの存在については

ほとんど認知していない。これについては、プロ

グラムを実施するに値する重大事件の受け持ち経

験が彼・彼女らにないということも関係している

と思われる。しかし、彼・彼女らは日頃の処遇実

践においては、事件の大小にかかわらず、対象者

に「しょく罪」について指導していた。 

 さらに、FさんやGさんについてはプログラムの

存在についての認識はAさんたち同様ほとんども

っていなかったが、Aさんたちほど「被害者の心情」

を重視しておらず、むしろ保護司がやるべきこと

は対象者に寄り添い、彼・彼女らを理解すること

であるという認識を示していた。Fさんは、「被害

者がいる事件の場合には被害者の方がどれほど恐

ろしい思いをしたかを伝えることもあるが、対象

者にとってはそのことを理解して反省するよりも、

社会のなかに居場所を見つけて適応していくこと

の方が重要で、そうすることによって再犯を防げ

る」という内容の語りをしている21。一方、Gさん

は被害者の心情を対象者に伝えることがあるか尋

ねたところ、「基本的に保護司が被害者に直接的に

接するということはありません。したがって観察

所からの資料で被害者の心情を部分的に推察する

くらいですので、対象者に話す場合も具体性に欠

ける恐れがあるので、一般的な話にとどめること

にしています。ただ対象者の方から状況を聞くこ

ともあります。賠償に関するトラブルについて相

談されたこともありますが、これも保護司が立ち

入るべきこととは思っていません」と述べていた。 

 

（3）「対象者（加害者）の理解」をどのように行

っているか 

 次に、保護司たちが保護観察対象者の言動をど

のように受け止め、理解しようとしているのかを

見ていくことにしたい。 
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 前項で一部の保護司が述べていたことから、被

害者の心情を対象者が考慮するようになれること

は、対象者が立ち直るための重要なポイントと考

えられていることがわかった。このように、しょ

く罪の指導が対象者の立ち直りにとって重要なの

だとしたら、保護司は実際に対象者と被害者との

あいだに和解をもたらすことはないとしても、少

なくとも対象者に被害者の心情や状況を想像させ

る、すなわち対象者と被害者の意味世界を仲立ち

するような役割を引き受けているということがで

きるだろう。そのためには保護司自身が対象者の

意味世界を知る必要がある。つまり、保護司が対

象者を理解するように努めることによってはじめ

てそうした役割を引き受けることが可能になるよ

うに思われる。 

 だが、保護司の職務は、対象者の補導援護と監

督指導の両輪によって成り立っているのであるか

ら、「対象者の理解」といっても、保護司が対象者

のすべてを受容することとは異なる。保護司は対

象者の意味世界に完全に入り込むのではなく、あ

くまでも対象者と被害者双方の世界を知る者なの

である。このように考えると、保護司はE．ゴフマ

ンのいう「事情通」として理解できるのではない

だろうか。E．ゴフマンは「信頼を失った者」の立

場に立ち、「彼の姿態とか、彼自身の自己について

の疑いにもかかわらず、彼が人間であり、〈本質的

には〉正常だ、という感情を積極的に共有してく

れ、彼に同情を示す」（Goffman 1963=1970: 38-9）

存在として「同類」と「事情通」がいると述べる。

このうち、「同類」は同じスティグマをもった存在

である。「事情通」は、「正常であるがこのスティ

グマをもつ人びとの秘密の生活に内々に関与して、

その生活に同情的で、さらにある程度〔彼らに〕

受け容れられている、すなわち彼らの同類
ク ラ ン

の特別

会員的存在である人びとである。事情通とは境界

人であって、欠点をもつ人は彼らの前で、恥じな

くてもよく、自制の要もない」（ Goffman 

1963=1970: 51）22。 

 ここで取り上げるのは、C さんが受け持ってい

た覚せい剤の犯歴のある対象者から「試された」

というケースである。被害者のいないケースでは

あるが、保護司が対象者を「理解する」とはどう

いうことなのかの一側面を表すケースとして取り

上げる。 

C：（覚せい剤かどうかもわからない、白い粉

を見せられて）「おれやってると思う？」「お

れがやってるって観察所に言う？」って聞か

れるんですよ。だけど、「いや、おれから観察

所には言わない。だけども本当にやってるん

なら自分からいいな、おれやってるから助け

てほしいって言って、お前と一緒にならば、

警察にも行ってあげるし、観察所にも行って

あげるけれども、おれからチクるみたいなこ

とはしないから」というと「わかったよ、こ

れ、砂糖だよ」とか言って、流しに持って行

って。おそらく覚せい剤だったら、捨てない

だろうと思うんだけどね。「冗談だよ、試した

んだよ」とか言って。 

B：保護司にそういう話をするのは、（保護司

が）自分（＝対象者）のことをよくわかって

いるからですよね。表では、自分の犯罪歴か

らべらべらしゃべらなくても、保護司さんな

ら全部おれのこと知ってて、だから一つの会

話ができる人、っていうことで。相手を別格

の目で見ると、ついてきてくれないから。二

人で頑張って行こうっていう感じで向き合う

から、だから対象者も私たちについてきてく

れると思うんですよ。23 

 C さんのケースからわかるのは、対象者の意味

世界がたとえ一般的な社会通念に反して、さらに

は対象者が保護司にたいして関係を試すような駆

け引きをしてきても、保護司が「事情通」として
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それを受け止め、理解しようとし、それでもなお

信頼関係を築こうとしていることである。個々の

保護司によって処遇の仕方や考え方に差があるこ

とを踏まえると、すべての保護司にこのケースの

ようなことが当てはまるとは言えないが、保護司

が職務として対象者とのあいだに偏見のない関係

を築いていることもまた事実である。保護司が対

象者にどんなに理解を示しても、面接の約束をす

っぽかされたり、裏切られたり嘘をつかれたりす

ることはよくあることだというが、だからといっ

て保護司を職務として引き受けている以上、個人

的な感情で対象者を切り捨てることはできない。

その点について、E さんは「対象者のほうはね、

保護司に対して、頼れる人（と思っている）。ある

いは、最終的に自分を社会的にみんな拒否されて

るわけでしょ？白い目で見られているわけでし

ょ？だけど、保護司だけはそういう目で見ない。

だから、僕よく言うんだけど、（その考えに）縛ら

れてるんじゃないけど、『最後に支えられるのは保

護司だけだよ』」と語った。 

 上記で見てきた保護司と対象者とのあいだの関

係性は当然ながら一般化することはできない。事

実、F さんは「たとえば、少年犯罪とかで傷害事

件起こしたとか、窃盗だとか、女の子の場合は被

害者的な側面が強いなとか、家庭環境的に『この

子もよく、この程度で済んだよな』っていう心か

ら同情するっていうケースも多いわけですよ。環

境的にね。だけど、性犯罪とかちょっとなぁ、共

感もてないケースってあるわけですよね。そうい

う時はやっててしんどいですよね、正直言ってね」、

「そういうときに、そういう個人的な感情を交え

ちゃいけないって言われたって、生身の人間がや

ってることですから」と受け入れることが困難な

ケースについて言及していた。 

 しかしそれでも、C さんのケースや E さんの語

りに見られた「事情通」としての保護司というあ

り方や、そのようなあり方をもとに結ばれている

関係性は、「しょく罪指導」とは異なる経路で対象

者の社会復帰をうながす可能性を十分にもちうる

ことを示しているのではないだろうか。 

 

（4）「しょく罪」とは別の社会復帰のあり方 

 最後に確認するのは、対象者の社会復帰や更生

を保護司がどのようにとらえているのかというこ

とである。前項で、「しょく罪指導」とは異なる経

路で保護司たちが対象者にかかわり、そこに社会

復帰をうながす可能性があると指摘した。しかし、

「しょく罪指導」が具体的にどのように対象者の

社会復帰につながっているのかということについ

ては、誰からも語られていないし、資料にも書か

れていない。 

 「しょく罪指導は被害者のためでもあるが、そ

れは加害者自身のためでもある」という記述は資

料の中でも確かめることができるし、保護司の語

りには「被害者の痛みを知ることが対象者自身の

立ち直りのためでもある」という内容の語りも見

られた。ここから読み取れるのは「しょく罪によ

り対象者の心理的負債を減らす」ということに限

定されており、心理的負債を減じた結果、社会復

帰にどのようにつながっているのかまでは明示さ

れていないのではないだろうか。そうだとすれば、

保護司が処遇実践のなかでめざしている「社会復

帰」や「更生」のあり方としょく罪とがどのよう

に関連するのだろうか。これを最後に確認してい

きたい。 

 更生や社会復帰ということについての保護司の

語りを見ていくと、帰住先や就業先の確保につい

て重視する語りが多い中、「自己把握」が重要とも

語られていた。詳しく見ていこう。 

 まず、語りに入る前に確認しておかねばならな

いのは、帰住先や就業先を確保することが更生の

指標の一つとして扱われているということである。
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たとえば、法務省のウェブサイト内の「更生保護

を支える人々」というページ24に掲載されている

保護司の紹介文には「犯罪や非行をした人が刑事

施設や少年院から社会復帰を果たしたとき、スム

ーズに社会生活を営めるよう、釈放後の住居や就

業先などの帰住環境の調整や相談を行っています」

と書かれており、対象者の社会復帰のために帰住

先や就業先の確保が必要とされており、保護司が

それについての調整や相談を担うことが示されて

いる。そして実際に、保護司たちは「真面目に来

てくれたり、ちゃんと仕事に就いてる証明書を持

ってきたり」、「約束を守れるようになった」こと

をもって「この人はもう大丈夫だ」と判断してい

るようである25。しかし、なぜ帰住先や就業先を

確保することが重要なのかについては保護司それ

ぞれが経験則などから意味づけをし直しているよ

うである。たとえば、Fさんは「心情論よりも具体

的なことが大事」と述べた後、次のように語って

いた。 

F：居場所があって仕事したり、居場所があっ

て学校に行けたりすれば、大半再犯起こさな

いんですよね。ただ、居場所が見つけられな

かったり、目標がないっていう場合は再犯起

こしますね。（中略） 

＊：F さんの考え方のなかで、一般社会に適

応することと犯した罪を反省すること、どっ

ちが大事とかってあります？ 

F：反省なんて、一番最後の、最後の最後でい

いんだ。極端な話。 

＊：適応の方を重視してるっていうこと。 

F：だって腹減った状態でね、パン盗むなって

言ったってパン盗むでしょ。社会福祉的な意

味でもうどうしょうもない、にっちもさっち

もいかないみたいな人に対して反省なんて言

ったって気の毒だよね。「反省なんてしなくて

いいよ」なんて言っちゃうんだよね。反省な

んて、もっとずっとずっと先。こんなことを

保護司は言っちゃいけないんだけどね。26 

 誤解のないように指摘しておくと、Fさんは決し

てしょく罪の意味を軽んじているのではない。し

ょく罪や反省の前にするべきこととして、再犯を

防止する目的で「（対象者自身の）生活の立て直し」

があるのであり、それを抜きにしょく罪や反省を

求めることはできないということである27。 

 さらに、Eさんは「自己把握」が重要だと語る。

E さんが関わっていたのは薬物の事犯で保護観察

となった対象者で、薬物常習の背景にはメンタル

な問題がありうつ状態に陥ったこと、それを解消

しようとして薬物に手を出したという情報を事前

に得ていた。その対象者は Eさんとのかかわりの

中で、ある時「労働というのが自分には恐怖だっ

た」と語ったという。E さんはその対象者に無理

に就労を勧めることはしなかった。その後、その

対象者は自分の状態にあった就労先を見つけるた

めに精神障害ということで障害者手帳を取得する

ことになった。この時のことを Eさんは次のよう

に語る。 

E：これは一つの大きな進歩だったと思う。

なぜかっていうと、自分を認めたわけ。自分

が自分であることの根拠のところに何がある

か認めたわけ。その上で社会と関わろうとし

たわけ。そうすると、ハローワーク行ったら、

全然違う対応になったの。（中略）いままでの

彼の、ふつうの人間としてふつうの仕事に就

こう就こうとしては失敗してたわけ。そこが

一つ超えられたわけだ。（中略）自己把握がで

きていなければ人間関係のなかで必ずぶつか

るでしょ。（中略）そこはね、仕事の問題よ

りは自己把握ができるかどうかっていうとこ

ろがまず出発点になる。28 

 E さんも決して就労やしょく罪を軽視している

わけではないが、無理をして対象者がますます精
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神的に追いつめられるよりも、状況が許すなら「一

生親のスネかじる」くらいの気持ちでいたほうが

よいと考えている。Eさんがいう「社会復帰」は、

自分の状態を知ることにより、就労先や帰住先で

どのような人間関係を結んでいけばよいかの目処

をつけていくことであるといえるだろう。 

 

5. 考察 

（1）問いの答え 

 初めの問いに答えながら、上記の結果を整理し

ていこう。一つ目の問いは「そもそも保護司の処

遇実践において何がなされているのか」、二つ目の

問いは「処遇実践のなかで困難がいかに経験され

ているのか」ということであった。この二つは関

連する問いなのでまとめて考察する。 

 当初、「加害者の理解」と「被害者心情の重視」

との間でジレンマが生じるのではないかという想

定のもと見てきたが、保護司が処遇実践において

このようなジレンマにぶつかるということも困難

として経験することもないようだった。むしろ、

加害者（保護観察対象者）の立ち直りのために、

加害者に被害者心情を考慮する必要性があると述

べられていた。保護司が「加害者側を扱っている」

という意識が徹底されており「事情通」として対

象者の理解や信頼関係の構築が努められているこ

と、被害者の心痛や加害者に対する心情が厳しい

ことは保護司が改めて確認するまでもないという

ことから、このようなジレンマが処遇実践におい

ては回避されているものと考えられる。ただし、F

さんが述べたように、職務とはいえ、あくまで「生

身の人間がやってること」なのである。「保護司と
．．．．

して
．．

加害者＝対象者と向き合っている」という意

識があるからこそ、個人的な感情（犯罪行為に対

する嫌悪感）を抱いても、そのような感情を表に

出すことはせず、ましてやそれについて𠮟責する

ことは保護司の職務から外れると考えているので

「ジレンマ」としても「困難」としても浮かび上

がらないという可能性も否定しきれない。 

 三つ目の問いは、プログラムの導入により保護

司の処遇実践がどのような影響を受けたのか、と

いうことであった。これについては、特に影響を

受けていないということができる。保護司たちの

語りからは、プログラムについての周知が徹底し

ていないこと、また、プログラムとは無関係に「し

ょく罪指導」に一定の有効性を認め実践している

ことがわかった。 

 

（2）手段としての「被害者心情」 

 ところで、本研究で確認してきたような保護司

の「被害者心情」の受け止め方はまっとうだと思

う一方、誤解を恐れずにいうなら、ある意味で手

段的であるようにも思われる。というのも、本来、

プログラムの元である「犯罪被害者等基本法」に

立ち返れば「被害者の社会復帰のために」このプ

ログラムが設定されたはずである。にもかかわら

ず、保護司たちは、あくまでも保護観察の処遇に

おいてめざされている「対象者の改善・更生にと

って」必要だから、重要だからという理由で「被

害者心情を重視」していた。本研究における調査

の不備も決して否めないが、現在の制度上、保護

観察対象者である加害者と被害者が本当の意味で

（たとえば、対面的に）交差するということが想

定されていないからこそ、保護司たちはこのよう

に「被害者心情」を受け止め、「保護観察対象者の

改善・更生」のためにやむを得ずフィクションと
．．．．．．．

して
．．

利用せざるを得なくなっているという側面も

少なからずあるのではないだろうか。 

 施設内での処遇と異なり、社会内での処遇にお

いては加害者と被害者が完全に隔離されているわ

けではないため、両者が接する可能性がないとは

言い切れない。実務の上では、加害者と被害者を
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担当する保護司が同一になることないとされてい

るが、制度上ではそのような可能性は想定される

ことがないまま、保護司は加害者と被害者のそれ

ぞれの意味世界を理解する立場として仲介的な役

割を担い続けることとなっているように思われる。 

 今回の調査で析出された、このような保護司の

「被害者心情」の受け止め方については、制度と

の関連も念頭に置きながら、引き続きより綿密な

調査を行うことで検討していきたい。 

 

（3）制度と実践の乖離をとらえる――「保護司

文化」の分析に向けて 

 安部哲夫が指摘しているように、被害者が刑事

法学の領域で長らく放置されてきたことを考える

と被害者の権利を擁護する視点は当然重要だが、

「被害者に傾倒したこの 10 年の刑事司法改革の

動きは、あまりにもスピーディで、十分な議論を

経て勧められたとは言い難」く、「市民である被害

者を守る責務は国家にあるという視点は、『国家に

よる自由』を強調するあまり、加害者を擁護すべ

き市民から排除しかねない」ものである（安部 

2013:38-9）。今回の調査においては被害者のいる

ケースといないケースが混在していたため、正確

なことは言えないが、被害者がいないケースであ

っても犯罪歴のある者はしばしば「元犯罪者」の

レッテルを貼られ、「擁護すべき市民」から排除さ

れがちである。今回の調査で保護司たちが繰り返

し「対象者側を扱っている」と述べていたことを

踏まえて考えると、保護司制度は対象者を理解し、

信頼関係を構築することによって、社会的包摂と

いう政策的な理念の実現に寄与しているといえよ

う。その際に重要な点として、対象者を理解する

ということの実際（そして、対象者を社会復帰に

導くということ）は、対象者を一般的に通用する

ような「正しさ」のものさしで測ることではなけ

れば、プログラムを「正しく」運用することでも

なかった。 

 武川正吾は、社会政策における参加について論

じる中で、「専門主義化が社会サービス利用者の政

治参加にとって機能的である」ということを指摘

している（武川 2009: 114）。それによると、官

僚と専門家はそれぞれが内面化する職業倫理が異

なっており、官僚は「組織目標を達成するため効

率や効果を優先することが期待され、結果よりは

手続を重視する傾向にある」一方で、専門家は「利

用者の利益を最優先することが期待され、手続よ

りは結果を重視する傾向があ」り、「専門家は利用

者の利益が政治行政権力から脅かされるおそれが

あるとき、その防波堤としての機能を果たすこと

ができる」（武川 2009: 114）。「保護観察」は刑

事処分であるので社会サービスとして理解するの

はやや無理があるだろうし、保護観察官が対象者

の利益を脅かすこともないだろうが、ここで指摘

されている「専門家」を保護司にも当てはめて考

えることができる。保護司は、立場上は非常勤の

国家公務員ではあるが、実質的には民間人として

（民間人の感覚でもって）対象者と接していて、

対象者が一般的な通念から逸れても、「まずはそれ

を受け止める」姿勢を持っていた。 

 制度や法の遵守について、あるいは、官僚性的

であることを軽んじているわけではないが、制度

から乖離した実践のなかに保護司が独自に育んで

きた慣習や文化が存在していることもまた事実で

あろう。本稿中では触れていないが、今回の調査

では、保護司が所属している保護司会や分区会で

の研修や勉強会をつうじて知識や「保護司らしさ」

を身につけていっていること、すなわち保護司の

「自己研鑽」的文化についても垣間見えた。これ

らについても今後の継続的な調査研究を行うこと

で検討していきたい。 
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［注］ 
1 保護司の定員は、保護司法により 52,500人と定められ

ている。この定員に対して、現在保護司として従事してい

る人数の割合を出したものが充足率である。 
2 かねてより無職者、家族関係の希薄な者、居住関係が不

安定な者に再犯者が多いことはよく知られており、法務総

合研究所による『平成 24年版 犯罪白書』の第 7編にも

その記載がある

（http://hakusyo1.moj.go.jp/jp/59/nfm/n_59_2_7_1_0_

0.html, 2013/10/29閲覧）。また、2012年 7月 20日に開

かれた犯罪対策閣僚会議において、「再犯防止に向けた総

合対策」が決定され、その中の重点施策の一つに「社会に

おける『居場所』と『出番』を作る」が挙げられている

（http://www.moj.go.jp/hisho/seisakuhyouka/hisho04_

00005.html, 2013/10/29閲覧） 
3 社会的包摂とは、社会的排除と対を為す概念である。も

ともと、社会的排除は 1970年代のフランスに登場してき

たと言われており、当初は社会経済的な構造要因により、

労働市場から排除された結果、他領域へのアクセスからも

排除されてしまうということが社会問題化したと言われ

ている（森田 2009; 葛野 2009）。また、とりわけ本研究

を進める上で参考になった視点として「象徴的社会的包摂

モデル」を挙げておく。象徴的社会的包摂モデルとは、「そ

もそも社会的排除とは市民としてのアイデンティティの

喪失であり、だとすれば、社会的包摂とは市民としてのア

イデンティティの回復である」と考え、犯罪者を社会の一

員と見なす、社会の一員としてのアイデンティティの回復

（リカバリー）を志向するモデルである。津富（2011）は、

Uggen et al（2004）の「職場、家庭、近隣という 3つの

場面における役割（職場における生産的な市民、家庭にお

ける責任ある市民、近隣における活動的な市民）」のセッ

トをまっとうな役割のセット（respectability package）

と呼び、これを手に入れることによって、市民としてのア

イデンティティが形成される」という議論を引きながら、

このようなアイデンティティを形成することによって、反

社会的な行動を抑圧できるとしている。（津富・尾山 2009; 

津富 2011: 68-9） 
4 この調査は、「保護司の活動実態と意識のうち、1保護観
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察処遇(対象者との面接の状況及び処遇困難な対象者への

対応)に関すること、2地域社会とのつながりに関するこ

と、3犯罪被害者に関すること、4新任保護司の確保に関

することの 4点について重点的に調査・分析を行い、保護

司の現状の一端を明らかにするとともに、調査結果を今後

の保護司制度の充実発展に係る議論・検討に役立てること

を目的とし」て実施された。面接調査と質問紙調査からな

っており、いずれも 2004年に実施されている。面接調査

については、調査担当者が全国の保護観察所 19庁に赴き、

合計 82人の保護司に対し、個別の面接調査(聞き取り調

査)を行ったという。質問紙調査については、面接調査の

結果を参考に、質問紙調査のための調査票を確定させ、全

国の保護司から無作為抽出した 3,000人に対し、調査票を

郵送。回答者の数は 2,260人(回答率 75.3%)であったとい

う。（法務総合研究所 2005: ii） 
5 「対象者の困った行動として、約束しても来訪しない、

連絡がとれない、約束して保護司が往訪しても不在である

といったことを経験している者が多く、保護司が対象者と

の接触確保に苦心していることがうかがわれる。また、対

象者が面接中に話をしたがらないということを経験して

いる者も約 3分の 1おり、対象者（特に少年と思われ

る。）とコミュニケーションを図るのに苦労している保

護司の姿もうかがわれる」。（法務総合研究所 2005: 33） 
6 これ以外の罪種と犯罪被害者が求めることについての

調査結果は（法務総合研究所 2005: 49-51）に詳しいグラ

フとともに掲載されている。 
7 具体的な指導・助言の内容については、「『被害者等の立

場になって考えてみることについての指導・助言』の経験

が一番多く 65.6％、次いで、『被害者等に謝罪することに

ついての指導・助言』（51.8％）、『被害者等に金銭的賠償

（被害弁償）をすることについての指導・助言』（43.2％）、

『被害者を慰霊し、その冥福を祈ることについての指導・

助言』（18.1％）、『被害者等のもとへ謝罪に出向く際の同

行』（4.6％）の順であった」と述べられている（法務総合

研究所 2005: 51）。また、対象者（犯罪者）と犯罪被害者

の狭間にあることのジレンマがうかがえる具体例につい

ては、（法務総合研究所 2005: 52−3）を参照されたい。 
8 http://ci.nii.ac.jp/ 
9 インタビューデータについて、固有名詞や地名が頻繁に

用いられた理由として、一つには Fさんの自宅でインタビ

ューを実施したためインタビューの途中でご家族の方と

の会話などが挟まれていること、またもう一つには、日頃

から筆者が Fさんとともに不登校生徒の支援のボランテ

ィア活動を行っており、ケースについて尋ねた際に、筆者

と Fさんが互いに共有できる場面を取り上げながら説明

したことがあげられる。 
10 例として、北澤信次『犯罪者処遇の展開』（2003年に出

版。原稿は再録）が挙げられている。 
11 辻（2003）では、被害者への謝罪や被害弁償を具体的に

考えられるように指導するためには、被害者への償いにつ

いて具体的に考えられるようになる受容期に至るまでの

指導期間を確保する必要があるという観点から、少年院等

の矯正施設に置けるしょく罪指導との連続性が保たれる

よう強制との連携を十分に図る必要があるとの指摘もな

されている。 
12 2012年 8月 31日のインタビューより。 

                                             

 
13 2012年 8月 31日のインタビューより。 
14 2012年 8月 31日のインタビューより。 
15 2012年 8月 31日のインタビューより。 
16 2012年 8月 27日のインタビューより。 
17 2012年8月27日のインタビューより。これについては、

実際には刑務所や少年院といった施設処遇において「しょ

く罪指導」とは呼ばれていないが、「被害者の視点を取り

入れた教育」として実施されている。 
18 2012年 8月 27日のインタビューより。 
19 2012年 8月 27日のインタビューより。 
20 2013年 9月 7日に実施した Fさんへのインタビューよ

り。 
21 2013年 9月 7日のインタビューより。 
22 事情通はさらに 2つのタイプに分けられる。ゴフマンは

「第一の型の事情通に、特定のスティグマのある人たちの

要求に応じたり、こういう人びとに関して社会がとる措置

を実施する施設で働いているときに、彼らを目撃する機会

をもった人がある」と述べ、その例として、看護婦、医師、

食料品店の異教徒の従業員、同性愛者の集まるバーの正常

なバーテンダー、売春婦の小間使い、たえず犯罪者たちと

交渉をもたねばならない警察を挙げている。また、「第二

の型の事情通は、スティグマのある人に社会構造上関係を

持つ人である――この場合、その関係のゆえに、〔当事者

の外側の〕包括社会は双方を何らかの点で一つのものとし

て扱うことがある」と述べ、例として、精神疾患者の貞実

な配偶者、前科者の娘、肢体不自由者の親、盲人の友、絞

首刑執行人の家族を挙げている。（Goffman 1963=1970: 53） 
23 2012年 8月 27日のインタビューより。 
24 法務省「更生保護を支える人々」

（ http://www.moj.go.jp/hogo1/soumu/hogo_hogo04.html, 

2013/10/29閲覧） 
25 2013年 6月 12日のインタビューより。 
26 2013年 9月 7日のインタビューより。 
27 注 2を参照のこと。 
28 2013年 5月 13日のインタビューより。 
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